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平成 30 年度 地域ケアプラザ事業計画書 

■ 施設名  

  東永谷地域ケアプラザ   

■ 事業計画  

１ 全事業共通  

地域の現状と課題について  
『港南ひまわりプラン』地区別計画の推進３年目として、地域とともに振り返りをし、

次期計画に繋がるよう支援をおこないます。 

※担当地域：大久保・最戸、永谷、永野地区  
 

①  いずれも起伏のある地形であることから移動に困難をきたす住民がおり、住宅の立

地によっては商店との距離があることから日常の買い物に支援が必要となったり、

町内会館などのコミュニティの場に参加しにくくなる傾向があります。  
②  地区内に学校が点在していることも特徴の一つであり、地域との学校の連携による

行事や取組が進んでいますが、子どもの安全確保や孤食（生活困窮）など、地域に

よる見守りの仕組みづくりが必要となりつつあります。  
③  港南区では、すべての地区に福祉ネットワークがあることも特徴であり、高齢者世

帯や独居世帯、傷害や疾病のある住民などから寄せられるニーズの広がりと増加に

対応するための人材確保が急務です。  
④  地区単位での課題解決に向けた取組と併せて、自治会町内会など小地域において住

民支えあいマップによる地域の把握や「見守り・支えあい」活動づくりが進んでき

ています。  
これらを踏まえ、地域活動に関わる指定管理事業部門（地域活動交流・地域包括支

援センター・生活支援体制整備）だけでなく、介護保険部門を含めケアプラザのすべ

ての機能や事業を通じ、地域課題の把握や解決に向けた協働した取り組みを進めてい

ます。  
 

 
 
 
 
 
 
 

(1)相談（高齢者・こども・障害者分野等の情報提供）  
福祉・保健の相談窓口であることの周知を継続して行い、来館者等とのコミュニケーシ

ョンに努めます。 

高齢者・こども（子育て）・障害分野をはじめとして様々な制度、施策、サービス等、

フォーマル・インフォーマルを問わず情報の収集を行います。 

事業の各場面を通して、参加者のニーズ把握に取り組むと同時に、それらの場面を活用

して必要とされる情報提供を行うことで支援を行います。 

また地域住民の生活は各分野が複雑に絡み合っていることを認識し、関係機関・団体・グ

ループ等と連携し、生活課題を解決するための総合的な取組・支援を行います。  
 各分野の情報を整理し来館者に情報を手に取りやすいように施設内情報コーナー

をさらにわかりやすく整えます。  
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(2)各事業の連携  
第 3 期「地区別計画」を地域主体で推進できるよう支援します。また、「住民支えあい

マップ」をはじめ住民が自らの課題を発見、解決していけるような様々な手法を単位町内

会、地区社協とともに促進してまいります。 

また生活支援コーディネーターを含めた 5 職種連携をはかり課題解決に向けて、地域の

強みや特徴を活かした社会資源の開発を地域住民と一緒に行います。 

地域包括支援センター職員は「個別支援から地域支援」へ、地域活動交流コーディネー

ターは「地域支援から個別支援」への視点を中心として、各職員の専門性を活かした業務

連携を行います。これにより個別ニーズや地域ニーズを把握・共有し、個別支援や新たな

サービス開発や地域の関係作りなど地域支援に結びつけます。 

 特に第３期地域福祉保健計画を推進して行くにあたり、地域アセスメントシートの作成

や地区支援記録を区や区社協とともに作成・共有し、共に小地域の福祉活動が活性化する

よう活用していきます 

また、それぞれの部門で年間事業予定表を作成し、年度を通し状況を把握することで、当

該年度だけではなく、中・長期的な目標を確認できるよう活用します。  
 

 
(3)職員体制・育成、公正・中立性の確保 

常勤職員についてはベテラン・中堅・新人等経験により適材適所及び資格要件等の職員

配置基準を満たした配置と、定期的な異動による職場の活性化を図っています。 
さらに、法人で作成した「横浜市社会福祉協議会地域ケアプラザ専門職に求められる職

員像」及び人材育成計画をふまえ、施設独自の研修計画を作成し、階層別並びに職種別に

研修を実施します。また、日常業務においてＯＪＴを実施し人材を育成するとともに、外

部の研修にも積極的に参加することで、法人職員、地域ケアプラザ職員としての資質向

上・専門性の向上に努めるとともに、伝達研修の機会を通じて施設全体での共有を進めま

す。 

施設内部では、各部門別ミーティング及び各部門常勤職員の全体会議の開催により、情

報やノウハウの共有、職員が抱える課題の解決を図ります。 

加えて新配属職員に対し、育成リーダーを中心としたＯＪＴ環境を構築し、職員の定着

と育成を図ります。 

 また、公正・中立な事業者情報の提供をおこなうため、日常業務及びミーティングの機

会を通じて相互点検をおこないます。  
 

(4)地域福祉保健のネットワーク構築  
指定管理者として、区の担当部署との連携を図るとともに、関係機関の定期的な会議等

で積極的に情報交換や調整をおこなうことにより、区、区社協、地区社協、地域の福祉関

係者、ボランティアグループ等との連携を図ることで、地域での支え合い活動が推進され

るよう、小地域における福祉活動の充実に取り組み、地域の皆様と共に地域福祉保健計画

の推進を図ります。 

「第 3 期港南ひまわりプラン」の推進については、本会の活動理念「誰もが安心して自分

らしく暮らせる地域社会をみんなでつくりだす」のとおり、主役は地域住民であることを

基本とし、地域の特性が活きるよう、区、区社協、地区社協等との連携を図り、日常生活

圏における福祉のまちづくりを地域の皆様と推進します。  
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(5)区行政との協働  
高齢者虐待や権利擁護事業などの困難ケースについては、カンファレンス等の機会を通

じ、支援方針の共有、役割分担を明確にし、適切な早期（初動）対応ができるよう進めて

いきます。 

３年目となる福祉保健計画（区域・地区別）の推進が具体的な取組に繋がるよう支援チ

ーム内での連携を進めます。 

 区政運営方針を理解し、ひまわりホルダーや認知症サポーター養成講座、見守り事業所

の取組み等「見守り・支えあい」の繋がりづくりを進めます。 

 

２ 地域活動交流事業 

(1)自主企画事業 

①  事業参加者からのアンケート、地域や関係機関から寄せられた情報や予算等から総合

的に判断し、包括支援センターやサブコ会議で検討のうえ、自主企画事業を企画しま

す。 

②  ボランティアコーナーでのギャラリーを通して、地区センターの利用団体や地域の団

体とのつながりを深めます。 

③  南高校料理部と共催で、小学生とのおやつ作り、ＧＳＪとの交流カフェを通じた世代

間交流事業を実施します。 

④  花植えボランティア「水仙クラブ」と協力し、草取り・花植えボランティア活動「グ

リーンデイ」を開催します。 

⑤  事業参加者からアンケートを取り、来年度への改善点を洗い出します。 

⑥  全ての自主事業について参加者主体を目指した運営を心がけます。保育園やヘルスメ

イト、ボランティア等、できる限り地域と連携した形で実施します。 

⑦  高齢者サロン「ひなたぼっこ」では、毎回ゲストとして地域の方やケアプラザ利用団

体にレクリエーションや活動の披露を行っていただくとともに参加者自らも発表の場

とすることで意欲を生み出し、それぞれの交流を深めます。 

⑧  地域包括支援センターと連携して自治会や事業所、学校等での出前講座・福祉教育を

実施します。 

⑨  子育て支援として 1 歳児学級「ひよこ・くらぶ」を地域の子育て支援ボランティアグ

ループ「ひよこサポーターズ」とともに運営し、親子どうし、地域のボランティアと

の交流をはかります。 

⑩  ケアプラザで活動しているボランティア団体、地区センターと協力してエコプラザ 

（ゴーヤ交流会）を開催し、多世代交流を図ります。 

⑪  包括支援センターと共催で 2 つ以上の様々なケアを抱えている子育て中の方向けに

「ダブルケアサポート」を実施し、負担軽減に取り組みます。  
 

(2)福祉保健活動団体等が活動する場の提供  
①  ケアプラザ利用団体に対して、福祉活動への参加を進めます。ケアプラザ事業の高齢

者サロンでの活動の披露や福祉教育の講師を依頼し、活動の場を提供します。 

②  エコプラザは、ボランティア団体(てまり・おはり箱・水仙クラブ)や地域の個人ボラ

ンティアと協力して、世代間交流や活動への参加のきっかけづくりとして実施します。 

③  ふれあいまつりは、個人ボランティア、ボランティア団体、地域の自治会、福祉事業

所、地区センターと協力して実施します。 

④  貸室の空き状況を一覧にし、ロビーに掲示します。予約の手順も掲示します。 

⑤  ボランティアの集いや利用者懇談会をとおして、団体同士の相互理解や互いの活動へ

の協力が生まれるように、グループでの交流などを行います。 

利用者懇談会では合同清掃等をとおしてケアプラザ運営への住民参加を進めます。 
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(3)ボランティアの育成及びコーディネート 

①  ケアプラザでのボランティア受け入れに関しては通所部門と連携し、パンフレットの

作成や登録様式や方法の見直し等を行います。新規にボランティア登録をした方には、

パンフレットやチラシを用いて、オリエンテーションを行います。  
②  区ボランティアセンター等と連携し、ボランティアの受入を行います。相談・調整を

記録し、職員同士共有します。  
③  コーディネートに必要な情報を整理し、他部門も含め全ての職員が利用できるように

します。  
④  自主事業の受講者に対して、ボランティア活動の機会の提供や情報提供をします。  
⑤  ケアプラザ内や地域で活動するボランティアグループに対して、運営や経理の相談、

講座の開催、ボランティア募集、事故時の対応等、支援を行います。  
⑥  花植えボランティア、水やりボランティアを募集し、新たなボランティアを発掘しま

す。水やりボランティアは子どもから高齢者まで募集し、ボランティアの世代間交流

の場にします。  
⑦  祭りや花壇への水やりなど、誰でも参加しやすい魅力ある活動を提供します。  
⑧  広報紙やホームページ、ブログ、掲示などをとおして、ボランティアの活動を活き活

きと伝え、新たな担い手を募集し続けます。  
⑨  区社協共催の「セカンドライフ」事業を通して男性ボランティアの担い手を発掘しま

す。  
⑩  子育て支援のボランティアグループ「ひよこサポーターズ」と共催で子育て支援のボ

ランティアの育成を図るとともに、現ボランティアにはスキルアップを図ります。  
 

(4)福祉保健活動等に関する情報収集及び情報提供  
①  ５職種で「地区支援記録」を活用し、日常のニーズの発見をするよう努めます。  

関係機関と情報共有し、課題の発見や解決について検討、取り組みを行います。  
②  地域の会議（連合・民児協定例会等）や事業（祭り・講座・防災訓練等）に積極的に

参加し、住民との関係作りや情報収集・提供に努めます。また、ケアプラザで把握し

た担い手や資源を各地区で共有します。  
③  地域包括支援センターとは、５職種ミーティング（毎月）での情報共有や、事業（祭

り・認知症サポーター養成・配食事業等）での相談・情報共有を行い、個別支援と地

域支援の調整を行います。  
④  地区別計画の推進については、支援チーム会議にて区役所、区社協とともに支援方針

に関する共有を図るとともに、地域課題や資源に関する情報収集・提供に努めます。  
⑤  会場利用者懇談会や各利用団体の日々の交流等を通して、日頃ケアプラザに出入りす

る方からの要望や意見の収集に努めます。  
⑥  ケアプラザから遠方の地域へは、地域包括支援センターや近隣地域ケアプラザと協働

して、地域に出向いての事業実施や情報提供に努めます。  
⑦  ケアプラザ広報紙の発行（隔月・班回覧）、広報よこはま区版や区社協広報紙、タウン

ニュース、ケーブルテレビ、ホームページ、ブログ等様々な媒体を通して、一般住民

の方への情報発信を行います。  
⑧  情報を分野ごとに整理し来館者が情報を手に取りやすいように施設内情報コーナ

ーをさらにわかりやすく整えます。  
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３ 生活支援体制整備事業 

(1)事業実施体制 

 

①あなたの夢かなえますプロジェクト！  
新たに人との交流機会の少ない方に対する外出へのきっかけづくり、ボランティアとの交

流として、買い物支援等を開催します。また、現在ケアプラザが主体となって「あなたの

夢かなえますプロジェクト！」を実施していますが、ゆくゆくは地域が主体となって運営

し、ケアプラザがバックアップ側に回れるようになることを目標に行います。  
 
②協議体  
１．地域の実際の見守りの取組、課題の共有、２．高齢者・要援護者が地域で安心して暮

らし続けるため、地域住民・商店・コンビニ・郵便局などの見守りの方法、連携について

意見交換し、実践につなげることを目的に開催します。  
 
③住民支え合いマップづくり  
約 50 世帯を住民支え合いマップ作りの手法を用い、地域住民の状況（家族情報、関係性、

課題）から見えてくる地域の特徴を分析・検討し、情報共有をします。そして、地域の特

徴から考えられる地域課題について地域住民と専門職が解決に向けて話し合い、地域包括

ケアシステムの構築・連携を目指します。また、住民支え合いマップを実施することで、

住民とともに地域の特性や課題、人材の把握に努めます。  
 

(2)地域アセスメント（ニーズ・資源の把握・分析）  
・地域包括支援センターや地域活動交流、居宅、通所介護の各部門と協力し、日々受けて

いる相談内容や相談件数を集計分析し、ニーズの把握に努めます。  
・自治会町内会の会議等に参加し、地域の住民組織等との日常的な意見交換を行うことで

ニーズや社会資源を把握し、新たに資源化できるものを探していきます。  
・住民支えあいマップや災害時要援護者把握などの情報をもとに、地区域アセスメントシ

ートの更新とともに町内会エリアでのアセスメントシートの新規作成を進めます。  
 

(3)連携・協議の場 

①  見守り事業者  
見守り事業者に登録している店舗が、店舗が気になる人を見つけた際に地域に相談・解

決できるような仕組みをつくります。  
今年度は１店舗をモデルに、店舗とその近隣住民とで“気になる人”の情報を共有し、

異変が起きた時にすぐに地域に相談できるような仕組みづくりを支援します。  
 
②  外出支援（あなたの夢かなえますプロジェクト！）  

企業や施設と連携し、所有している車を事業者が使用しない時間帯を活用して、地域の

ボランティアと一緒に高齢者の外出支援をします。ゆくゆくは地域主体となって運営

し、ケアプラザがバックアップ側に回れるようになることを目的にしています。  
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(4)より広域の地域課題の解決に向けた取組  
包括担当エリアは高低差が著しく、要支援高齢者にとっては急斜面や長い階段により外

出が難しく、また山の手のエリアには商店が少ないため、買い物に支障をきたしている方

もいます。  
・買い物、入浴、趣味等、個別のニーズや要望を反映した企画とし、外出目的や目的地の

固定化はおこないません。様々なニーズに長期間対応していくためには、当ケアプラザ単

独では困難であるため、区社協と協働企業・事業所の車輌および東永谷地域ケアプラザの

保有車両を使用し行います。  
・また、事業運営にあたっては職員だけでなく、民生委員をはじめとする地域活動者やＮ

ＰＯ等にボランティアスタッフとしての協力を依頼します。  

 

４ 地域包括支援センター運営事業 

 （１）総合相談支援業務  

①地域におけるネットワークの構築  
・包括エリア内の地区民児協への出席をします。  
・区役所作成資料やケアプラザ独自の資料などを用いた地域包括支援センターの積極

的周知を行います。  
・包括エリア内の地区社協や助けあいグループの活動情報交換会を実施し、お互いの

情報交換を行い、課題解決に向けた話し合い、そこからの発展を目指します。  
・地域ケア会議を実施し（支え合いマップと個別ケースの地域ケア会議）、在宅で長く

暮らせるように（在宅で看取りができる）地域と福祉と医療が連携をとり見守り支え

合える地域を目指します。  
・協議体とも連動しながらみまもり支え合う仕組みづくりを目指します。  

 
 

②実態把握  
生活支援コーディネーター、地域活動交流事業コーディネーターやケアマネジャー、地

域住民、関係機関と地域で気になる高齢者等の情報を共有できる体制を構築できるよう取

り組んでいきます。  
①地域で行われる地区民児協や地区社協定例会議、連合町内会会合等の会議や行事に参加  

して情報収集を行い、実態把握に努めるとともに、顔が見える関係づくりを行います。 
②直接来館することが出来ない相談者や相談者の生活状況を直接把握する必要性が あ

ると判断した場合、専門関連機関や他職種（区役所の福祉職、保健師、ケアマネジャー

等）、相談者の家族と連携をとりながら、直接相談者の自宅を訪問することによる実態

把握を行います。  
③要支援の方のニーズ調査やインタビューなどでニーズ調査を行い、ニーズの傾向や課題

等を把握して課題解決につなげます。  
④各事業のアンケート結果や運営協議会、地域包括支援センター職員等が参加した地域の

様々な会議からいただいた意見を反映できるよう努めます。  
⑤住民支え合いマップづくりを地域に出向き実施することで「地域の特徴や強み」「地域

住民の状況」や「地域資源」など住民とともに見える化をして実態把握をします。  
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③総合相談支援  
「総合相談」は地域包括支援センターの中でも、本人とかかわりを持つ「最初の  窓

口」です。「身近な相談窓口」「ワンストップサービス」を基本に、地域住民が住み慣れた

「まち」で安心して暮らしていくことができるよう、総合的な支援を行います。  
 窓口や電話での相談対応に際しては、懇切丁寧な対応を行い、ケアプラザのみでは  

対応できない相談でも、専門の相談機関への紹介・つなぐ等、連携を心がけます。  
 民生委員等、地域の福祉保健関係者と連携して、継続的な見守りが必要な単身世帯・  

高齢夫婦世帯や認知症高齢者のいる世帯などを定期的に訪問します。  
 ケアプラザで開催している介護予防や高齢者サロン等の参加者の状況等を地域交流コ

ーディネーター等の他職種と情報交換を行うことにより、実態把握を行います。  
自治会・町内会や民生委員児童委員協議会など地域の会議に積極的に参加し、また生活

支援コーディネーター等の他職種とも連携し、高齢者の立ち寄る機関（郵便局・コンビニ・

商店・交番・配達業者等）とのネットワークを形成し、顔の見える関係づくりを行ってい

きます。それにより個別・地域ニーズを汲み取り個別支援につなげます。  

 （２）権利擁護業務  

①成年後見制度の活用促進・消費者被害の防止  
虐待や悪徳商法のターゲットにされやすい高齢者の権利を守るため、また高齢者に限ら

ず、障害児・者や子供などで権利を侵害されている人に対しても、身近な相談機関として

幅広く対応できるスタンスを持ち、迅速且つ適切に対応し関係機関と協働します。  
①  区役所やあんしんセンターと連携し、権利擁護に関する相談対応・各種制度の申し立

て支援を行います。  
②  成年後見サポートネットワーク等の関係会議に参加し、弁護士・司法書士等の専門職

種との連携を図ります。  
③  成年後見制度や任意後見制度、あんしんセンター事業、消費者被害についての正しい

知識を持っていただくために、自治会町内会のサロン等に参加し随時啓発していきま

す。消費者被害については消費者生活相談センターと連携して啓発を行っていきます。 
④昨年度、医療講座・地域で最期を迎える懇談会などでのアンケート結果で、成年後

見とエンディングノートをテーマにした講座開催の要望が多かったため、今年度は

それらの意見を活かした内容の講座を開催します。  
⑤ケアプラザで開催している事業や地域の情報から、権利が侵害されている情報を汲み取

り、他職種と連携して対応します。  
  

②高齢者虐待への対応  
①常に権利擁護の視点を持ち、相談対応を行います。  

通所介護事業や居宅介護支援事業所と日頃から連携を持ち、高齢者虐待を把握した場合

には、速やかに行政に報告し、介護者支援の視点をもち、虐待の防止と保護に努めます。

また、区役所との定例カンファレンスなどの場を活用して、虐待事例や虐待が疑われる

事例に対する情報共有や支援の方向性の確認を行います。  
②  高齢者虐待に関する正しい理解促進を図り、相談機関の存在と「虐待とは何か」とい

う基本的知識を伝えていくために、自治会町内会役員や民生委員、地域活動者、専門

職など幅広い対象に啓発活動を行っていきます。  
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③認知症  
総合相談で認知症の相談が増えていることや、地域ケア会議・住民支え合いマップから

の気になるケースなどが認知症疑いなど、地域での認知症理解が必要という課題がありま

す。地域住民、自治会向けなど、高齢者の関わる機関や小中高生等の幅広い世代に認知症

サポーター養成講座を開催し、認知症の正しい理解促進を図ります。講座開催の際にはキ

ャラバンメイトにも参加していただき、地域の中で認知症高齢者を支える取り組みについ

てＰＲを行うとともに、通所介護部門と連携し受講者に対し実習（ボランティア）機会を

提供します。  
 認知症高齢者の介護者支援を目的とした介護者の集いを定期的に開催し、介護者同士の

ピアカウンセリングや介護に関する情報交換を行います。  
 地域の福祉保健関係者や区役所等と連携し、認知症高齢者の相談に対応し、状況確認を

行うとともに、介護者支援を行います。  

 
 （３）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務  

①地域住民、関係機関等との連携推進支援  
地域ケアプラザ広報紙や自主事業、出前講座、地域の食事会、地区民児協等を活用  

し、地域住民に対して介護保険制度の概要や介護予防に加え、権利擁護関係の情報発信、

「認知症になっても住みやすいまちづくり」を目指した普及・啓発活動を引き続き行いま

す。  
①当施設地域包括支援センター担当エリアである「大久保・最戸地区」「永谷地区」 「永

野地区」の地区民児協や地区社協定例会議、連合町内会会合等に地域包括支援センター

３職種と地域活動交流コーディネーター、生活支援コーディネーターと連携・協力しな

がら参加し、相談しやすい顔の見える関係を日頃から構築し、住民主体での活動状況や

活動上における課題等、地域のニーズを把握して関係機関とともに課題解決に向けた取

り組みを行います。  
②既存の「港南区民生委員・ケアマネジャー連絡票」について、集まっている連絡票  

の状況確認を引き続き行い、終了者（施設入所・死亡など）の連絡票の回収等を行い、 
それぞれにケアマネジャーや民生委員に引き継ぎを行います。  
③各連合や町内会など助け合いの取り組みなどの情報交換会を実施します。  

 
②医療・介護の連携推進支援  

既存の「港南区医療機関情報シート」について、医療とスムーズな連携が図れるよう、

研修会の場等で引き続き周知を行い、新たに開設した居宅介護支援事業所へ提供していき

ます。また、当該シートの更新方法等について、港南区主任ケアマネジャー分科会で検討

します。  
①  在宅医療に関する情報交換を行い、ケアマネジャーをはじめ介護事業所との多職種間  

連携強化を目指す「医福ネット港南」を年３回開催します。  
②  地域のドクターとケアマネジャーとの連携がスムーズにとれるよう、施設協力医の健

康相談日に合わせて「ドクターとケアマネの相談タイム」を月１回程度、開催します  
③  昨年から開始した医療講座を協力医とともに相談しながら医師会と連携しながら

地域の方が在宅で長く暮らせるように予防できるような普及啓発事業を実施しま

す。  
④  「自宅で最期を迎えたい」という希望を地域課題と設定し、地域ケア会議として最

期を迎えるための懇談会実施します。  
⑤  昨年から協力医の提案で、在宅で長く暮らすために疾病予防として区医師会との共

催で開催します。  
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⑥  ケアマネジャー支援  

日常業務の中でケアマネジャーから個別相談や支援困難事例等へのサポート等を 引

き続き行います。  
また、ケアマネジャー同士の連携推進や港南区全体のケアマネジメントの質の向上を目

指し、次のような取り組みを行います。  
①  ケアマネジメントを実践するために必要な情報の共有や精神的サポート等が可能とな

るよう、気軽に相談できる場の提供とケアマネジャーのスキルアップ、相互の連携支

援を目的として、月１回程度「ケアマネサロン」を開催します。  
②  港南区福祉保健センターと港南区主任ケアマネジャー分科会との共同企画による学習

機会を提供します。  
講座終了後、実習の振り返りを行うとともに、参加者による自主勉強会の立ち上げ支

援を行います。  
③  昨年度までに実施した「初級ケアマネジメント講座」をきっかけとして立ち上がった

４つの自主グループの勉強会についてサポートを行います。  
④  港南区ケアマネジャー連絡会への支援を引き続き行います。  

具体的には連絡会との情報共有を図り、港南区で活動するケアマネジャーの状況や課

題を把握するとともに、ケアマネジャー自身が自ら必要なスキルを考え、スキルアッ

プに向けた取り組みを行えるよう、当該連絡会における研修会等の企画、実施に向け

たサポートを行います。  
⑤  要支援および総合事業対象者を委託している居宅介護支援事業所のケアマネジャーに

対して、ケアプラン作成時の支援やサービス担当者会議等において助言等を行い支援

継続していきます。  
⑥  地域ケア会議や事例検討会などを通して地域の方や医師や薬剤師や弁護士など専

門職との連携を図りながら多職種の視点でケアマネジャー支援を行います。  
⑦  東永谷地域包括エリア内の助け合いグループ（インフォーマル）の情報提供をし、  

 介護サービス事業所だけではなく、多様なサービスからよりよいケアマネジメントが

行えるように情報発信していきます。  
 

（４）多職種協働による地域包括支援ネットワークの構築・地域ケア会議  

多職種協働による地域包括支援ネットワークの構築・地域ケア会議  
・個別ケースから地域の共通課題を含め、効果的に地域ケア会議を開催します。 

① 個別ケース 

近隣住民や民生委員、町内会役員の相談を受け止め個別の課題解決に向け、該当す

る自治会等での地域ケア会議を開催します。 

②  支え合いマップ 

担当するエリア内の自治会町内会において、地域の自治会や民生委員、地域住民と

ともに「住民支え合マップ」を通じ、地域課題、強みについての共有を図り、住み

やすい地域づくりを進めていきます。 

③  包括エリア 

担当エリアにおける総合相談や会議等での課題把握をふまえ、住民を中心として専

門職がサポートする包括的な支えあいの仕組みづくりに繋がる協議の場として開

催します。 「在宅での看取りなど」 
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 （５）介護予防ケアマネジメント（指定介護予防支援事業・第１号介護予防支援

事業）  

介護予防ケアマネジメント（指定介護予防支援事業・第１号介護予防支援事業）  
1）いつまでもいきいきとご本人らしく在宅での生活を送ることが出来るよう、地域の方々

と協力しながら専門職として関わって行きます。  
2）ご本人が出来ることは行って頂くという自立支援を基本とします。  
3）ご本人主体を尊重しながら行動意欲を高められるように、ご家族や地域の方々や他の

専門職の方々と協力をしながら専門職として関わります。  
3）介護予防支援事業委託契約を締結している居宅介護支援事業所との連携やスキルアッ

プの機会の提供等を行い、共に高められるよう努めます。  
①利用者の自立に向けた目標指向型プランの作成に努めるため、「包括的・継続的な地域  

生活支援」が出来るよう、本人や家族、地域住民の方々や居宅介護支援事業所等の地域  
の社会資源を活用し協力していきます。  

②  ご本人が自ら意欲の向上を図ることが出来るような知識の提供、日常生活における取

組みについて丁寧な説明を行うと共に、ご本人が生活上の課題と改善について気付い

て頂けるよう、インフォーマル事業やサービス等の活用を提案していきます。  
 

（６）一般介護予防事業  
一般介護予防事業  

高齢者が住み慣れた地域で介護予防を意識して、具体的な取り組みを始める機会を提供

し、日常生活の中で身体状況に応じた介護予防活動を実践する高齢者が増えることを目指

します。  
介護予防についての意識の向上を図り、その後、地域の社会資源である健康教室への参

加、サロンや体操教室への参加等、「元気づくりステーション」を含め、介護予防に自主

的に取り組みが行えるように専門職として関わります。また、健康づくりの場の連絡会を

開催し、地域の健康づくりの場の支援者との連携を深め、見守りネットワークの構築を目

指します。  
①情報収集に地域のサロンなどに出向き、地域の活性化、元気づくりステーション等、地

域のボランティア育成の講座を実施していきます。  
②民生委員児童委員協議会や地区社会福祉協議会定例会議、シルバークラブ等へ参加して

周知していきます。  
③地域の食事会、会合等へ参加して高齢者への健康相談を行うとともに介護予防の普及啓

発に努めていきます。  
④地域ニーズの把握に努め、さらに区や区社協、ケアプラザ多職種等と協力しながら、既

存の社会資源への協力体制の整備と必要な資源の開発に努めます。  
⑤地域ケアプラザや地域の中でサロンや活動している方々と課題を共有し、課題解決に向

けたサポートを行っていきます。  
⑥区と区社協と協働で介護予防や健康づくりに関する情報共有を行い、地域の健康づくり

の場の支援者等との連携を深め、諸事情により地域のサロン活動に参加が難しくなっ

た方々等への継続的な支援ができるしくみづくりを目指します。  
⑦福祉ネットワークや助け合いグループ「茶卓」等の助け合い活動の情報交換会を  

開催し、活動のフォローアップを行っていきます。  
⑧「支え合いマップづくり」を行い、「地域住民の状況」を見える化をして「課題」  
 「地域資源」などを地域住民と把握して一緒に課題解決に向けた行動を検討して地域に

出向いて実施します。  
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その他 
 
事業所としての社会貢献活動の促進  
 社会福祉法改正に伴う「社会福祉法人の地域における公益的な取り組み」の実践と

して、平成 29 年度におこなった通所介護事業で保有する送迎車両の活用による「買

い物支援」、市生活困窮者就労訓練事業における事業者としての認定、などに加え、幅

広い公益的な取り組みを進めます。  
 

■ 施設の適正な管理について  

 

 

ア  施設の維持管理について  
地区センターと協働し、快適に利用していただけるよう設備の定期点検や破損個所の小

破修繕を図り、事故の防止に努めます。  
１横浜市社会福祉協議会の運営する地域ケアプラザとして、活動理念である「誰も  

が安心して自分らしく暮らせる地域社会をみんなでつくり出す」を基本に運営します。 
２併設の地区センターと定例の会議をおこない、建物・設備等の劣化状況や利用者からの  

要望等の共有による迅速な補修対応を図るとともに、改修計画については区役所所管部  
署との具体的改善策の協議をおこないます。  

３高齢者のみではなく、障がい児・者、子育て関係等様々な利用が想定されるため、  
施設内の通路をはじめ各部屋、トイレ、洗面所等、誰もが使いやすいよう整理整頓  
を心がけています。また施設への経路、施設内案内図、施設の機能やサービス内容を  
伝えるため、見やすく、わかりやすい表示や言葉遣いに努めす。  

４委託契約に基づく施設管理、清掃業務が正常に遂行されているか確認するとともに、自

主点検をおこないます。  
５利用者から話しかけていただきやすい関係（環境）づくりを行うとともに、施設  

内にご意見箱（２個）を設置し、常に利用者の声を施設運営に反映出来るよう取組  
みます。  

イ  効率的な運営への取組について  
指定管理者として公的な施設である地域ケアプラザの役割を認識し、限られた予算内で

適正な運営を行うため、経費の削減、資源の有効活用に心がけ、光熱水費の削減に努めま

す。  
１予算管理に基づき、法人のスケールメリットを活かし効率的な経営を実施します。  
２不要箇所（時間帯）の適宜消灯や賞味期限間近の備蓄物資の有効活用、デイサービス  

入浴後の残り湯による植栽への水やりなど、経費節減や資源の再利用に取り組みます。 
３物品のリサイクル、ごみを出さない工夫等を職員全員で意識を持って実施します。  

併設の地区センターと協力して効率的な運営に取組みます。  



  

 - 12 -  

 

 

 
カ  個人情報保護の体制及び取組について  

個人情報の保護については、法改正の趣旨を正しく理解し、法人の「保有する個人情報

の保護に関する規程」、「地域ケアプラザ等における個人情報の取扱基準」に基づき対応し

ます。  
１職員全体会議等を利用した研修を実施し、職員全体で個人情報取扱の重要性について認  

識し対応を行います。  
２個人情報が含まれるケースファイル等は施錠管理を徹底し、必要時以外の外部への資料  

の持ち出し、机上放置をしないよう徹底します。契約書・重要事項説明書・フェイスシ  
ート・アセスメント表・介護保険申請書等の書類は、外部への持ち出しが不可欠なので､ 
携行にあたっては、訪問先から直帰しない､自転車の荷物カゴに入れる際は盗難防止カ  
バーをかぶせる等の基本的注意を常に怠らないよう細心の配慮に努めます。「個人情報  
持出簿」にて日常管理を行います。  

ウ  苦情受付体制について  
利用者個人の尊厳を尊重し、利用者の権利を擁護する仕組みとして苦情解決を位置づ

け、サービスや事業の質の向上に向けて、取り組みます。  
１利用しているサービスに対し、意見・要望を申出しやすくし、その申出をきちん  

と受け止める事を職員全員の姿勢とし、職員会議等で共有します。  
２職員一人ひとりが、この姿勢と心構えをもちながら、「苦情解決」に積極的に取  

り組む事が出来るよう法人のマニュアルを用い適切に対処します。  
３苦情受付担当者及び実務責任者を置き、館内にわかりやすく掲示します。  
４法人にて苦情解決調整委員会を開催し、苦情の報告及び評価を実施します。  
５法人内の他施設・他部署と苦情並びにその対応を共有することにより、一施設の問題で

なく組織全体のものと受け止め、サービスの向上に努め苦情の発生を未然に防ぐ取組を

行います。  
６ケアプラザの利用登録団体を対象とした利用者懇談会で、苦情受付窓口、対応に  

ついて説明をします。  

エ  緊急時（防犯・防災・その他）の体制及び対応について  
緊急時の体制を確立し、公の施設としての災害時の対応や防災・防犯の備えを行います。 

１緊急対応マニュアルを適宜見直します。  
２消防署の立ち合いのもと避難誘導訓練を年２回実施し、併せて施設管理者対象の研修を

おこないます。  
３警察、消防、地域との交流を密にして、放火や破壊行為等に対しての協力体制を構築し

ます。  
４地域の行事等にも積極的に参加し、自治会、周辺住宅、地域防災（医療）拠点等関係機  

関と日頃から顔の見える関係をつくり、有事に備えます。  
５必要時に対応できるよう、AED の日常点検及び操作訓練を行います。  
６職員研修において災害時の特別避難場所としての役割をテーマとし理解促進を図ると  

ともに、災害時に対応できるよう区役所等と連携しながら体制整備を推進します。  

オ  事故防止への取組について  
法人が運営する施設の事故報告の集計分析について、法人内の館長所長会での共有をお

こないます。その結果を受けて施設での事故分析、再発防止に向けた検討・対応を行い、

事故防止に役立てます。  
１事故や感染症の発生、職員の労災、火災発生等がゼロである事を目指し、ケアプ  

ラザ全体で、「リスクマネジメント」を行う仕組みをつくり、実施します。  
２事故対応マニュアルをはじめとする、各種マニュアルの見直しを行います。  
３リスクの分析・評価と事故防止策の検討を行います。  
４対応策の振り返り・評価と体制の見直しを行います。事故の発生に至らない場合でも  

ヒヤリハット事例として職員間で共有します。  
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３個人情報取扱業務概要説明書を見直し、窓口にて提示・説明できるよう整備をおこない  
ます。  

４守秘義務については､明文化したものを全職員はもとより､ボランティア・実習生等事業  
に携わる者すべてに配付、説明します。  

 

 

 

 

キ  情報公開への取組について  
法人の情報公開制度を基にして、適切に取り組みます。  

１保有している文書（電磁的記録を含む）を対象とし、文書に個人のプライバシー情報や  
法令等の規制で公にすることが出来ない情報など、開示できないものを明確にします。 

２公開に際しては個人の不利益にならないこと､責任者の判断を得ること等を徹底しま  
す。  

３閲覧用の決算書、個人情報取扱業務概要説明書、その他情報公開用資料を、窓口に常設  
し、施設概要、サービス内容等広報資料を見やすく、わかりやすく、常に最新の情報が  
提供されるよう更新します。  

ク  人権啓発への取組について  
横浜市の人権に関する指針や啓発に関する計画に準じて、職員に対する啓発に取り組み

ます。 

１外部機関が開催する研修への参加機会を増やすとともに、職員全体会議等を利用し、職  
員全体で人権感覚・人権意識の向上を図ります。  

２相手の立場に立って、窓口を含めたケアプラザ館内の環境改善、わかりやすい説明や表 

示・広報物の作成などに努めます。 

ケ  環境等への配慮及び取組について  
「エコプラザ」を目標に環境や資源に優しい運営を行いました。また、ごみを出さない

よう努めるほか、分別を徹底し、環境破壊にならないよう取り組みます。  
１光熱水費の削減のため、未使用の部屋の消灯や節水に努めるとともに、必要最低  

限の電力消費に努めます。  
２室内温度の設定も夏は２８度、冬は２０度に設定を行い、「緑のカーテン」や通  

所介護事業で使用したお風呂の水や精製水等を活用した定期的な散水（打ち水）に  
より、ヒートアイランド対策による温室効果ガス排出量削減効果や節水の取り組み  
を行います。  

３デイサービスのお風呂の水を植物の水やりに活用し、水道料を削減します。  
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■介護保険事業 

● 指定介護予防支援事業・第１号介護予防支援事業  

≪職員体制≫  
 管理者 主任ケアマネジャー  １名 （常勤兼務）  
 保健師等           １名 （常勤兼務）  

社会福祉士          ２名 （常勤兼務）  
 介護支援専門員        ２名 （非常勤専従）  
 
≪目標≫  
1）いつまでもいきいきとご本人らしく在宅での生活を送ることが出来るよう、地域の方々

と協力しながら専門職として関わって行きます。  
2）ご本人が出来ることは行って頂くという自立支援を基本とします。  
3）ご本人主体を尊重しながら行動意欲を高められるように、ご家族や地域の方々や他の

専門職の方々と協力をしながら専門職として関わります。  
3）介護予防支援事業委託契約を締結している居宅介護支援事業所との連携やスキルアッ

プの機会の提供等を行い、共に高められるよう努めます。  
 
≪実費負担（徴収する場合は項目ごとに記載）≫  
 ●実費負担はありません  
 
≪その他（特徴的な取組、ＰＲ等）≫  
①利用者本位のサービスに取り組みます。  
②ご自身らしく生活出来るよう十分に本人、家族と相談しながら計画を立てます。  
 〇利用者の自立に向けた目標指向型プラン作成に努める為、フォーマルだけでなく

インフォーマルも含めた地域の社会資源を活用し「包括的・継続的な地域生活支援」

が出来るよう、居宅介護支援事業所と協力をしていきます。  
 〇ご本人自らが意欲の向上を図ることが出来るような知識の提供、日常生活におけ

る取組みについて丁寧な説明と、利用者本人が生活上の課題と改善に気付いて頂け

るよう提案していきます。  
③事務作業を効率化、省資源化していきます。  
④ケアプラン自主点検を定期的に行い、職員全員で自立支援に向けたより良いケアプ

ラン作成のために研修を行っていきます。  
 
≪利用者目標≫  

               【単位：人】  
 

   
              
 
  
 
 
 
 
 
 
                                

４月  ５月  ６月  ７月  ８月  ９月  

260 260 260 260 260 260 

10 月  11 月  12 月  １月  ２月  ３月  
   
  260 

 
   260 

 
   260 

 
   260 

 
   260 

 
   260 
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● 居宅介護支援事業  

≪職員体制≫  
 管理者      １名（常勤）  
  介護支援専門員 ６名（常勤兼務１名、非常勤５名）  
≪目標≫  

本会の活動理念に基づき、地域の社会資源として他部門と情報を共有し、地域住民の

安心した生活が継続するよう積極的な姿勢で事業に取り組みます  
 
１ 利用者の意思を尊重し心身の状況や環境等に応じて、可能な限り住み慣れた地域  
 で自立した日常生活（要介護状態の予防、軽減又は悪化の防止等）ができることを  
 目標に居宅サービス計画を作成します。  
２ 関係行政機関、地域の保健・医療・福祉サービス、ボランティア団体等との綿密  
 な連携を図り、多様な事業者から総合的かつ効率的にサービスが提供されるように  
 調整し、常に利用者の立場で公正中立な居宅サービス計画を作成します。  
３ 介護支援専門員等の資質向上を図るため、採用時研修（採用後６ヶ月以内）、定    
 期研修（年１回以上）等の機会を設け、業務体制を整備します。  
 
≪実費負担（徴収する場合は項目ごとに記載）≫  
 ●利用者の負担金はありません。（ただし介護保険料滞納の場合は負担が発生しま  
  す。）  
 ●担当者が、サービス提供地域をこえる地域に訪問・出張する必要がある場合には、そ

の利用した公共交通機関の運賃実費の負担をお願いする場合もあります。  
  
≪その他（特徴的な取組、ＰＲ等）≫  
 ●利用者の個別性を尊重し、個々のニーズに沿ったサービス計画を作成し、インフォー

マルサービスも含めた適切な情報提供をします。  
 ●質の高いサービス提供ができるように支援体制を強化し、地域包括支援センター  
 等関連機関との連携に努め、課題解決に積極的に取り組みます。  
 ●適時にケアマネジャーの空き情報を提供し、新規申し込みを受け入れます。  
 ●相談等を受ける中から把握した個別の課題を地域課題と捉え、必要なサービス開  
 発に結びつけるための取り組みや連携を他部門と図ります。  
 ●居宅支援事業は地域の社会資源として最も身近な課題を把握する重要な役割を自覚

して業務に努めます。  
 
≪利用者目標≫  

               【単位：人】  
              
 
                                 

４月  ５月  ６月  ７月  ８月  ９月  

92 100 107 115 120 125 

10 月  11 月  12 月  １月  ２月  ３月  
 

130 
 

135 
 

135 
 

135 
 

135 
 

135 
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● 通所介護・認知症対応型通所介護  

≪提供するサービス内容≫  （共通）  
 ●事業所は通所介護計画に沿って、次のサービスを提供します。  
 (1)生活指導（相談援助等）  (2)介護サービス  (3)健康状態の確認  
 (4)送迎  (5)給食  (6)入浴  (7)個別機能訓練  
  
≪通所介護 実費負担≫  

●１割負担分  
（要介護１）          ５９９円  
（要介護２）           ７０８円  
（要介護３）           ８１６円  
（要介護４）            ９２６円  
（要介護５）        １，０３４円  

・加算額  
（入浴加算）           ５４円  
（個別機能訓練加算Ⅱ）      ６０円  
（サービス提供体制強化加算Ⅰｲ） ２０円  
（中重度ケア体制加算）      ４９円  

  （介護職員処遇改善加算Ⅰ）所定単位数に５９／１０００を乗じた単位数  
●２割負担分  

（要介護１）        １，１９７円  
（要介護２）         １，４１５円  
（要介護３）         １，６３２円  
（要介護４）          １，８５１円  
（要介護５）        ２，０６７円  

・加算額  
（入浴加算）          １０８円  
（個別機能訓練加算Ⅱ）     １２０円  
（サービス提供体制強化加算Ⅰｲ） ３９円  
（中重度ケア体制加算）      ９７円  

  （介護職員処遇改善加算Ⅰ）所定単位数に５９／１０００を乗じた単位数  
●  食費負担           ７５０円  
●  通常のレクリエーション以外に行う特別な行事  実費  

 
≪事業実施日数≫   週７日  
≪提供時間≫   10：15 ～ 15：20   
≪職員体制≫  
    管理者        １名（常勤）  
  生活相談員      ７名（常勤・非常勤）  
  看護師        ５名（非常勤・兼務）  
  介護職員      １７名（非常勤）  
  機能訓練指導員    ５名（非常勤・兼務）  
 
≪目標≫  
   利用者ひとり一人の個別性を大切にした通所介護計画を作成します。  
  また、社会福祉協議会が実施する通所介護として、地域の要介護者の要望に  
  応えられる質の高いサービスの提供に努めます。  
  地域で活動している団体、ボランティア等と連携し、多様化する利用者の  
  希望に添えるサービスの提供に努めます。  

①利用者の可能性を大切にし「できる」が持続され、また、「今までより  
    できた」につなげられる支援を目指します。  
   ②ヒヤリハットを事例の収集と検討を重ね、事故予防に努めます。  
   ③ボランティア等、地域との連携を深め、プログラム活動の充実と  
    地域に開かれたデイサービスを目指します  
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≪その他（特徴的な取組、ＰＲ等）≫  

●季節の行事、近隣の保育園や学校との交流、地域のボランティアによる  
 レクリエーションプログラムを取り入れた多様な活動プログラムを提供します。  
 ●介護や看護に係る学生の実習を積極的に受け入れ、人材の育成に貢献します。  
 
 ≪通所介護 利用者目標（延べ人数）≫  

              【単位：人】  

   
 

４月  ５月  ６月  ７月  ８月  ９月  

６２０  ７００  ７００  ７００  ７００  ７００  

10 月  11 月  12 月  １月  ２月  ３月  
 

６５０  
 

６５０  
 

６００  
 

６００  
 

６００  
 

６３０  

 
≪認知症対応型通所介護 実費負担≫  
 
●１割負担分  

（要介護１）             ９２４円  
（要介護２）           １，０２４円  
（要介護３）           １，１４３円  
（要介護４）           １，２２１円  
（要介護５）           １，３２１円  
・加算額  
（入浴加算）               ５５円  
（個別機能訓練加算Ⅱ）          ３０円  
（サービス提供体制強化加算Ⅰｲ）        ２０円  
（介護職員処遇改善加算Ⅰ）所定単位数に１０４／１０００を乗じた単位数  

●２割負担分  
（要介護１）           １，８４８円  
（要介護２）           ２，０４８円  
（要介護３）           ２，２４４円  
（要介護４）           ２，４４２円  
（要介護５）           ２，６４２円  
・加算額  
（入浴加算）              １０９円  
（個別機能訓練加算Ⅱ）          ５９円  
（サービス提供体制強化加算Ⅰｲ）         ３９円  
（介護職員処遇改善加算Ⅰ）所定単位数に１０４／１０００を乗じた単位数  

●食費負担                 ７５０  円  
 ●通常のレクリエーション以外に行う特別な行事   実費  
 
≪事業実施日数≫ 週 ７ 日  
≪提供時間≫     10：15 ～ 15：20 
≪職員体制≫  

管理者     １名（常勤）  
  生活相談員   ７名（常勤・非常勤）  
  看護師     ５名（非常勤・兼務）  
  介護職員   １７名（非常勤）  
  機能訓練指導員 ５名（非常勤・兼務）  
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≪目標≫  
利用者一人ひとりの個別性を大切にした認知症対応型通所介護プランを作成します。ま

た、社会福祉協議会が実施する通所介護として、地域の要支援者の要望に応えられる質の

高いサービスの提供に努めます。  
認知症に対する理解を深め、利用者の個別性を重視した活動を提供し、住み慣れた地域で

安心した生活が継続できるよう支援します。  
利用者の可能性を大切にし「できる」が継続され、また、「今までとりもできた」につ

なげられる支援和目指します。  
ヒヤリハット事例の収集・検討を重ねて、事故予防に勤めなす。  
地域で活動している団体・ボランティア等と連携し、個別のプログラム（回想法・脳ト

レ）等多様化する利用者の希望に合わせ楽しんで頂けるよう、サービス提供に努めます。 
 

≪認知症対応型通所介護 利用者目標（延べ人数）≫  
               【単位：人】  

   
 
 
 
 
 
 
 

４月  ５月  ６月  ７月  ８月  ９月  

４３  ４３  ４３  ４３  ４２  ４２  

10 月  11 月  12 月  １月  ２月  ３月  
 

４０  
 

４０  
 

３５  
 

３５  
 

３５  
 

４３  

 

● 介護予防通所介護・第１号通所事業・介護予防認知症対応型通所介護  

≪提供するサービス内容≫  
 ●事業所は介護予防通所介護計画に沿って、次のサービスを提供します。  
(1) 生活指導 (相談援助等) (2) 運動器機能向上訓練  
(3) 健康状態の確認  (4) 送迎  (5) 給食  (6) 入浴  
 
≪実費負担（徴収する項目ごとに記載）≫  

● １割負担分  
（要支援１）      1 か月  １，７６６円  
（要支援２）      1 か月  ３，６２１円  
  
・加算額  
（運動器機能向上加算）          ２４２円  
（サービス提供体制強化加算 要支援１ｲ）   ７８円  
（サービス提供体制強化加算 要支援２ｲ）１５５円  
  （介護職員処遇改善加算Ⅰ）所定単位数に５９／１０００を乗じた単位数  
 ●２割負担分  
（要支援１）      1 か月  ３，５３１円  
（要支援２）      1 か月  ７，２４１円  
  
・加算額  
（運動器機能向上加算）          ４８３円  
（サービス提供体制強化加算 要支援１ｲ）１５５円  
（サービス提供体制強化加算 要支援２ｲ）３０９円  
（介護職員処遇改善加算Ⅰ）所定単位数に５９／１０００を乗じた単位数  
●食費負担                  ７５０  円  
●通常のレクリエーション以外に行う特別な行事   実費  
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≪事業実施日数≫ 週 ７ 日  
 
≪提供時間≫     10：15 ～ 15：20 
 
≪職員体制≫  

管理者     １名（常勤）  
  生活相談員   ７名（常勤・非常勤）  
  看護師     ５名（非常勤・兼務）  
  介護職員   １７名（非常勤）  
  機能訓練指導員 ５名（非常勤・兼務）  
 
≪目標≫  
利用者一人ひとりの個別性を大切にした介護プランを作成します。また、社会福祉協議会

が実施する通所介護として、地域の要支援者の要望に応えられる質の高いサービスの提供

に努めます。地域で活動している団体・ボランティア等と連携し、多様化する利用者の希

望に沿えるサービス提供に努めます。  
①  利用者の可能性を大切にし「できる」が継続され、また「今までよりもできた」につ

なげられる支援を目指します。  
②  ヒヤリハット事例の収集・検討を重ねて、事故予防に努めました。  
③  ボランティア等地域との連携を深め、プログラム活動の充実と地域に開かれたデイサ

ービスを目指します。  
 
≪その他（特徴的な取組、ＰＲ等）≫  

季節の行事の他、近隣の保育園や学校との交流、地域のボランティアによるプログラム

や個別のレクリエーションなど、利用者の個別性に合わせ楽しんでいただけるようプログ

ラムの多様化を図り、利用者に満足して頂けるサービス提供に努めます。  
また、介護や看護に係わる学生の実習を積極的に受け入れ、人材の育成に貢献します。 

 
≪利用者目標（契約者数）≫  

               【単位：人】  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４月  ５月  ６月  ７月  ８月  ９月  

２０  ２０  ２３  ２３  ２２  ２２  

10 月  11 月  12 月  １月  ２月  ３月  
 

２０  
 

２０  
 

１７  
 

１７  
 

１７  
 

２０  

 



収入の部 （税込、単位：円）

当初予算額（A） 補正額（B） 予算現額（C=A+B） 決算額（D） 差引（C-D） 説明

15,311,380 15,311,380 15,311,380 0 横浜市より

0 0 この列は入力しない

0 0 0 0
0 0 この列は入力しない

0 0 0 0
印刷代 0 0 0 0
自動販売機手数料 0 0 0 この列は入力しない

駐車場利用料収入 0 0 0 この列は入力しない

その他（指定管理充当分） 0 0 0 0
3,587,500 3,587,500 3,587,500 0

224,000 224,000 224,000 0 利用料金収支の活用

19,122,880 0 19,122,880 19,122,880 0

当初予算額
（A）

補正額
（B）

予算現額
（C=A+B）

決算額
（D）

差引
（C-D）

説明

10,811,000 0 10,811,000 0 10,811,000
8,364,838 8,364,838 0 8,364,838

627,768 627,768 0 627,768
1,745,128 1,745,128 0 1,745,128

12,008 12,008 0 12,008
6,298 6,298 0 6,298 ハマふれんど

54,960 54,960 0 54,960
0 0 0 0

1,363,000 0 1,363,000 0 1,363,000
45,000 45,000 0 45,000

420,000 420,000 0 420,000
0 0 0 0

55,000 55,000 0 55,000
450,000 450,000 0 450,000

0 0 0 0 0
横浜市への支払分 0 0 0
その他 0 0 0

114,000 114,000 0 114,000
17,000 17,000 0 17,000
14,000 14,000 0 14,000
17,000 17,000 0 17,000
1,000 1,000 0 1,000

30,000 30,000 0 30,000
3,000 3,000 0 3,000

0 0 0 0
197,000 197,000 0 197,000

302,000 0 302,000 0 302,000
42,000 42,000 0 42,000 予算：指定額

260,000 260,000 0 260,000
5,782,000 0 5,782,000 0 5,782,000

0 0 0 0 予算：指定額

2,600,000 0 2,600,000 0 2,600,000
電気料金 0 0 0
ガス料金 0 0 0
水道料金 0 0 0

640,000 640,000 0 640,000
500,000 500,000 0 500,000 予算：指定額

45,000 45,000 0 45,000
1,617,000 0 1,617,000 0 1,617,000

空調衛生設備保守 52,000 52,000 0 52,000
消防設備保守 70,000 70,000 0 70,000
電気設備保守 67,000 67,000 0 67,000
害虫駆除清掃保守 20,000 20,000 0 20,000
駐車場設備保全費 0 0 0 0
その他保全費 1,408,000 1,408,000 0 1,408,000

0 0 0 0
380,000 380,000 0 380,000

864,880 0 864,880 0 864,880
0 0 この列は入力しない

864,880 864,880 0 864,880 人件費にかかる消費税

0 0 この列は入力しない

0 0 この列は入力しない

0 0 0 0 0 この列は入力しない

0 0 この列は入力しない

0 0 この列は入力しない

0 0 この列は入力しない

19,122,880 0 19,122,880 0 19,122,880
0 0 0 19,122,880  19,122,880

260,000 260,000 0 260,000
260,000 260,000 0 260,000

0 0 0 0 0 ⇒自主事業（指定管理料充当の自主事業）費

0 0 0 駐車場利用料金・自動販売機手数料収入等法人収入

0 0 0 0 使用料（横浜市への支払等）

0 0 0 0

自主事業収支

管理許可・目的外使用許可収入
管理許可・目的外使用許可支出
管理許可・目的外使用許可収支

当該施設分
ニーズ対応費
支出合計

差引

自主事業費収入
自主事業費支出

清掃費
修繕費

光熱水費

管理費
建築物・建築設備点検

本部分

その他
公租公課

共益費

機械警備費
設備保全費

事業所税
消費税
印紙税
その他（　　　　　）

事務経費　（計算根拠を説明欄に記載）

振込手数料
リース料
手数料

施設賠償責任保険
職員等研修費

事業費
運営協議会経費
指定管理料充当　事業

地域協力費
その他

会議賄い費
印刷製本費

旅費
消耗品費

その他
事務費

備品購入費
図書購入費

通信費
使用料及び賃借料

勤労者福祉共済掛金
退職給付引当金繰入額

指定管理料
利用料金収入
指定管理料充当　事業

手当計
健康診断費

本俸
社会保険料

科目

人件費

支出の部

平成30年度　「東永谷地域ケアプラザ」

収支予算書及び報告書（一般会計）＜地域活動＞

収入合計

その他（施設使用料相当額　法人負担分）
その他（提案時控除     法人負担分）

自主事業収入
雑入

科目



収入の部 （税込、単位：円）
当初予算額

（A）
補正額
（B）

予算現額
（C=A+B）

決算額
（D）

差引
（C-D）

説明

28,943,000 28,943,000 28,943,000 横浜市より
151,000 151,000 151,000 横浜市より

5,789,000 5,789,000 5,789,000 横浜市より
0 0 この列は入力しない

0 0 0
0 0 0
0 0 0

0 0 この列は入力しない

0 0 0 0 0
印刷代 0 0 0
自動販売機手数料 0 0 0 0
駐車場利用料収入 0 0 0 0
その他（指定管理充当分） 0 0 0

1,917,000 1,917,000 1,917,000 0 利用料金収支の活用

36,800,000 0 36,800,000 1,917,000 34,883,000

当初予算額
（A）

補正額
（B）

予算現額
（C=A+B）

決算額
（D）

差引
（C-D）

説明

32,689,000 0 32,689,000 0 32,689,000
17,100,000 17,100,000 17,100,000
4,200,000 4,200,000 4,200,000

10,000,000 10,000,000 10,000,000
46,000 46,000 46,000
43,000 43,000 43,000 ハマふれんど

1,300,000 1,300,000 1,300,000
0 0 0

1,383,000 0 1,383,000 0 1,383,000
100,000 100,000 100,000
300,000 300,000 300,000

0 0 0
60,000 60,000 60,000

430,000 430,000 430,000
0 0 0 0 0

横浜市への支払分 0 0
その他 0 0 0

100,000 100,000 100,000
16,000 16,000 16,000
30,000 30,000 30,000
22,000 22,000 22,000

0 0 0
20,000 20,000 20,000
1,000 1,000 1,000

0 0 0
304,000 304,000 304,000

1,190,000 0 1,190,000 0 1,190,000
630,000 630,000 630,000 予算：指定額

100,000 100,000 100,000
151,000 151,000 151,000
309,000 309,000 309,000 予算：指定額

1,538,000 0 1,538,000 0 1,538,000
0 0 0 予算：指定額

950,000 0 950,000 0 950,000
電気料金 0 0 0
ガス料金 0 0 0
水道料金 0 0 0

232,000 232,000 232,000
126,000 126,000 126,000 予算：指定額

17,000 17,000 17,000
163,000 0 163,000 0 163,000

空調衛生設備保守 56,000 56,000 56,000
消防設備保守 10,000 10,000 10,000
電気設備保守 10,000 10,000 10,000
害虫駆除清掃保守 10,000 10,000 10,000
駐車場設備保全費 0 0 0
その他保全費 77,000 77,000 77,000

0 0 0
50,000 50,000 50,000

0 0 0 0 0
0 0

0 0 0
0 0
0 0

0 0 0 0 0
0 0
0 0
0 0

36,800,000 0 36,800,000 0 36,800,000
0 0 0 1,917,000  1,917,000

0
0
0 0 ⇒自主事業（指定管理料充当の自主事業）費

0 駐車場利用料金・自動販売機手数料収入等法人
収入0 使用料（横浜市への支払等）、駐車場設備保全費

0

管理許可・目的外使用許可支出
管理許可・目的外使用許可収支

支出合計
差引

自主事業費収入
自主事業費支出
自主事業収支

管理許可・目的外使用許可収入

光熱水費

当該施設分

この列は入力しない

公租公課
事業所税
消費税
印紙税
その他（　　　　　）

ニーズ対応費

清掃費
修繕費
機械警備費
設備保全費

共益費
その他

事務経費　（計算根拠を説明欄に記
本部分

建築物・建築設備点検

振込手数料
リース料
手数料
地域協力費
その他

事業費
協力医
指定管理料充当自主事業（包括）
指定管理料充当事業（介護予防）
指定管理料充当自主事業（生活支援）

管理費

健康診断費
勤労者福祉共済掛金

手当計

その他
事務費

備品購入費
図書購入費
施設賠償責任保険
職員等研修費

退職給付引当金繰入額

旅費
消耗品費
会議賄い費
印刷製本費
通信費
使用料及び賃借料

指定管理料（包括）

平成30年度　「東永谷地域ケアプラザ」

　収支予算書及び報告書（特別会計）

科目

指定管理料（介護予防）
指定管理料（生活支援）

社会保険料

支出の部

利用料金収入
指定管理料充当事業（包括）
指定管理料充当事業（介護予防）
指定管理料充当事業（生活支援）
自主事業収入
雑入

その他（提案時控除     法人負担分）

収入合計

科目

人件費
本俸



平成30年４月１日～平成31年３月31日

（単位：千円）

予算 決算 差引 予算 決算 差引 予算 決算 差引 予算 決算 差引 予算 決算 差引

13,354,000 13,354,000 17,871,000 17,871,000 73,318,000 73,318,000 7,760,000 7,760,000 5,872,000 5,872,000

0 0 0 0 0 0 6,714,000 0 6,714,000 471,000 0 471,000 505,000 0 505,000

介護予防ケアマネジメント
費

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

事業・負担金収入 0 0 0 0 6,714,000 6,714,000 471,000 471,000 505,000 505,000

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0

13,354,000 0 13,354,000 17,871,000 17,871,000 80,032,000 80,032,000 8,231,000 8,231,000 6,377,000 0 6,377,000

6,570,000 6,570,000 17,057,000 17,057,000 55,052,000 55,052,000 7,066,000 7,066,000 4,657,000 4,657,000

21,000 21,000 52,000 52,000 270,000 270,000 115,000 115,000 20,000 20,000

151,000 151,000 662,000 662,000 18,000,000 18,000,000 1,050,000 1,050,000 1,102,000 1,102,000

0 0 0 0 6,610,000 6,610,000 0 0 498,000 498,000

6,612,000 0 6,612,000 100,000 0 100,000 100,000 0 100,000 0 0 0 100,000 0 100,000

利用者負担軽減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

消費税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

介護予防プラン委託料 6,612,000 6,612,000 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

その他 0 0 100,000 100,000 100,000 100,000 0 0 100,000 100,000

13,354,000 0 13,354,000 17,871,000 0 17,871,000 80,032,000 0 80,032,000 8,231,000 0 8,231,000 6,377,000 0 6,377,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支
出

 人件費

 事務費

 事業費

 管理費

 その他

収支　（Ａ）－（Ｂ）

支出合計（Ｂ）

居宅介護支援 通所介護 予防通所介護・第１号通所介護

平成　３０年度　地域ケアプラザ収支予算書及び報告書＜介護保険事業分＞

施設名：東永谷地域ケアプラザ

収
入

科目

 介護保険収入

 その他

収入合計（Ａ）

介護予防支援 認知症対応型通所介護



平成30年度　自主事業収支計画書

①募集対象者

事業名 ②募集人数

③一人当たり参加費 参加費 その他 講師謝金 材料費 その他

1歳児の親子 地活 3000 10000 0 6000 5000 2000

25組 包括   

500円 生活

どなたでも 地活 3000 0 0 0 3000 0

特になし 包括   

無料 生活

65歳以上の方 地活 1000 69000 0 0 70000 0

30名 包括   

200円／回 生活

小学生 地活 10000 30000 0 0 40000 0

24名 包括   

100円 生活

どなたでも 地活 10000 31000 0 0 41000 0

特になし 包括   

生活

どなたでも 地活 19000 0 0 0 14000 5000

特になし 包括   

無料 生活

どなたでも 地活 7000 0 0 0 7000 0

特になし 包括   

無料 生活

1歳児の親子 地活 4000 6000 0 6000 2000 2000

25組 包括   

500円 生活

65歳以上の方 地活 57000 0 0 0 30000 27000

25名 包括   

なし 生活

利用登録団体 地活 11000 0 0 0 11000 0

53団体 包括   

無料 生活

どなたでも 地活 14000 0 0 0 14000 0

特になし 包括   

無料 生活

支援の必要な方 地活

特になし 包括 　 　 　 　 　 　

無料 生活 20000 0 20000 0

65歳以上の方 地活

特になし 包括 20000 0 0 0 20000 0

300円 生活

どなたでも 地活   

30名 包括 5000 0 0 5000 0 0

無料 生活

どなたでも 地活   

30名 包括 25000 0 0 25000 0 0

無料 生活

70000

40000

41000

19000

ひよこ・くらぶ（秋）

春の種まき講習会

高齢者サロンひなたぼっ
こ

（定例）

南高校スイーツ交流

エコプラザ

ふれあいまつり

11000

14000

グリーンデイ

7000

会場利用団体懇談会

10000

57000

南高祭イベント出展

13000

ひよこ・くらぶ（春）

指定管理料

収入

横浜市東永谷地域ケアプラザ

自主事業予算額

支出
総経費

3000

権利擁護講座

25000

お買いもの夢ツアー

20000

20000

認知症サポーター養成講

ひまわりホルダー

5000

高齢者サロンひなたばっ
こ

（バス旅行）



平成30年度　自主事業計画書

事業名

事業名

事業名

事業名

横浜市東永谷地域ケアプラザ

目的・内容等

実施時期・回数

目的・内容

ケアプラザロビーでの障害者の事業所等の自主製品の販売
をとおしての地域との交流の場とし、地域への障害者理解･
啓発の機会とします。
①「そよかぜ南の家」
②｢フラワーロード｣

実施時期・回数

毎週木金曜日
11:00～14:00

ボランティアグループ「あんず」、障害者の事業所「ジャ
ンプ」との協働により、パンや飲み物を販売します。メン
バーの働く場や地域とのふれあいの場とし、地域への障害
者理解・啓発の機会とします。

実施時期・回数

毎月第3木曜日
13:30～15:00

実施時期・回数

6月7日実施予定

高齢者ふれあい
サロン「ひなた
ぼっこ」

65歳以上の方を対象に、歌や体操などをとおしての仲間づ
くりや、地域包括支援センターと協力して介護予防の啓発
を行いました。会場利用団体の発表（ボランティア）の場
としても活用します。

目的・内容

ふれあいカフェ
「あんず」（共
催）

高齢者サロン「ひなたぼっこ」の参加者を対象に、日帰り
のバス旅行を実施します。仲間づくり、閉じこもり予防、
遠出の外出づくりの機会の創出、参加者間の交流を目的に
実施します。

高齢者ふれあい
サロン「ひなた
ぼっこ」バス旅
行

①毎週火曜日
②毎週水曜日

目的・内容

障害者地域作業
所交流事業
ロビー販売（共
催）



平成30年度　自主事業計画書

事業名

事業名

事業名

事業名

事業名

横浜市東永谷地域ケアプラザ

目的・内容等 実施時期・回数

区社協協働事業
夏休み障害児余
暇支援事業「な
つっこ」（共
催）

区社協や近隣地域ケアプラザ、特別支援学校と協働し、学
齢障害児を対象とし、地域のボランティアとのふれあいと
余暇の時間を提供するとともに、ボランティア育成を行い
ます。また、保護者と民生委員との交流を図り相互理解に
努めます。

7月26日顔合わせ
7月30日(月）
10：00～13：00

目的・内容 実施時期・回数

男性ボランティ
ア手づくりカ
フェ

男性ボランティアの仲間づくり・ボランティア育成、地域
の方々の交流の場の創出を目的にカフェを実施します。
新たな男性ボランティアの受け皿となるようボランティア
募集をします。

毎月第2月曜日

目的・内容 実施時期・回数

グリーンデイ

花植え等のボランティア活動を通して、仲間づくり、地域
参加を行うこと、ボランティア育成を目的に実施します。
子どもから高齢者まで水やり、種まき等を通して交流を図
ります。

第３木曜日
9:30～11:30

目的・内容 実施時期・回数

配食ボランティ
ア「てまり」
（共催）

配食ボランティア「てまり」と共催し、高齢者や障害者世
帯等への手作りのお弁当の配達をとおして、ふれあいや見
守りを行いました。支援が必要な方については地域包括支
援センターと連携して対応します。

毎週水曜日

目的・内容等 実施時期・回数

配食ボランティ
ア「てまり」会
食会（共催）

「てまり」の配食サービス利用者を対象に会食会を行い、
利用者やボランティアとの交流や、活動への要望をうかが
う場とします。

春：5/9(水)
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事業名

事業名

事業名

事業名

事業名

事業名

実施時期・回数

手作りボラン
ティア「おはり
箱」（共催）

高齢者や高齢者、介護者等を対象に、お直しの活動を行い
ました。親子向けに針仕事のお手伝い等も行います。

おはり箱活動日：
毎月第1･2･4水曜日

横浜市東永谷地域ケアプラザ

目的・内容

目的・内容 実施時期・回数

おはり箱布おも
ちゃ講座

手づくり作品の作成を通して、参加者同士やボランティア
との交流を行いました。手づくりボランティア「おはり
箱」のPRの機会にもします。

5月23日、30日、
6月6日

目的・内容 実施時期・回数

布おもちゃ・車
いす等の貸出

手作りの布おもちゃや車いす等の貸出をとおして、地域の
育児支援や生活の支援を行います。

毎日

目的・内容等 実施時期・回数

会場利用者懇談
会

会場利用登録団体に対して適切な利用の周知や要望をうか
がうと共に、団体同士のネットワーク作りやボランティア
活動へのきっかけ作りを行います。

2月ころ実施

目的・内容 実施時期・回数

地域ケアプラ
ザ・地区セン
ター合同祭「ふ
れあいまつり」
(第21回)

ボランティアや障害者団体等による出店、展示等をとおし
て地域住民の交流やふれあいの場、地域ケアプラザの周
知、ボランティア発掘の機会とします。

11月10日（土）
10時～14時

目的・内容 実施時期・回数

広報紙「ふれあ
いの丘」の発行

地域ケアプラザの役割の周知や福祉保健等に関する情報提
供を行うために、広報紙｢ふれあいの丘｣を発行し、近隣町
内会での回覧や関係団体への配布を行います。

６回発行
（各回1,500部発
行）
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事業名

事業名

事業名

事業名

事業名

事業名

目的・内容 実施時期・回数

横浜市東永谷地域ケアプラザ

ボランティア
コーナーギャラ
リー

ギャラリーを通した地域の方々との交流を目的に、趣味
サークルや個人にボランティアコーナーを貸し出します。

随時

目的・内容等 実施時期・回数

ゴーヤ交流会

夏の終わりに地域の子どもから高齢者までどなたでも参加
をよびかけ、ケアプラザに関わるボランティアとの交流に
つなげます。

8月27日（月）

目的・内容 実施時期・回数

地区別計画の推
進の支援

大久保最戸地区の「ハートのあるまちづくり」の推進を支
援します。永谷・永野地区については、近隣の地域ケアプ
ラザと協働で支援を行います。

随時

目的・内容 実施時期・回数

運営協議会

地域ケアプラザのよりよい運営を図るために運営協議会を
開催し、地域の様々な声や要望を事業に反映出来るよう、
委員の意見を十分に取り入れて開催します。

3回

目的・内容 実施時期・回数

健康マージャン
「ふれあい倶楽
部」

『健康マージャンを楽しむ会をつくりませんか』のＯＢが
中心となり、平成２３年４月自主化しました。地域ケアプ
ラザは側面的に支援します。
※「ふれあい倶楽部」と共催

第1第2第4木曜日

目的・内容等 実施時期・回数

東永谷地域ケア
プラザブログ
「ながみちゃん
日記」

ケアプラザの事業、地域の出来事などをブログにて発信し
ます。

毎月７回以上更新
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事業名

事業名

事業名

事業名

事業名

事業名

1歳児子育て学級
「ひよこ・くら
ぶ」春・秋

実施時期・回数

元気体操教室

子育てサロン
「めだか」
パパサロン「ク
レヨン」

0歳から未就園児の親子が自由に集い、親同士の交流や育児
の不安の軽減などを目的に子育てサロンを開催します。見
守りのボランティアの参加を通して親子とボランティアの
多世代の交流の場とします。
各回ボランティアを振り返りを行い、子育て中の母親・父
親のニーズや状況を把握し、ケアプラザの子育て支援を関
会える上で活用します。

毎月第4火曜日
毎月第1土曜日

目的・内容

横浜市東永谷地域ケアプラザ

参加者がグループとなり受付や記録んどの担当を担いま
す。参加者の主体的な参加また参加者同士の交流を深めら
れるプログラムにより、その後のサークル活動などにつな
がるように支援します。

春　5月8日・19
日・29日・6月5
日・19日
秋10月16日・27
日・30日・11月6
日・20日

認知症予防、健康づくり、ボランティア育成と交流を目的
に体操教室を実施します。

第4月曜日

目的・内容 実施時期・回数

目的・内容 実施時期・回数

目的・内容等 実施時期・回数

子育て支援ボラ
ンティア養成講
座

1歳児子育て学級「ひよこ・くらぶ」をケアプラザとともに
運営するひよこサポーターズに入会をし、ともに子育て支
援を担うボランティアとして活動してもらうことを目的を
して実施します。

9月4日・11・25日

目的・内容 実施時期・回数

子育て中の方向
け「ダブルケア
サポート」

①認知症の方に対する具体的な対応について学ぶ
②同じ悩みを抱えている方同士の情報を共有することで負
担軽減につなげる。
③地域でどのような「取組」や「仕組み」があったらよい
かを考えるきっかけとする。
④今後の活動としてダブルケアの情報共有の場の立ち上げ
のきっかけとする。

6月4日（月）

目的・内容 実施時期・回数

介護者のつどい
「スワンの会」

毎月第3水曜日家族等を現在介護している方・介護経験者を対象に、介護
に関する悩みや情報交換をし日頃の介護疲れ等のリフレッ
シュを図ると共に、よりよい介護を行うことができるよう
支援をします。茶話会等を中心に行いつつ、介護保険・権
利擁護等に関する知識の学習や老後の生活に関する勉強会
などの企画を盛り込み、地域住民への情報発信を行い、参
加者との交流を行います。
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事業名

事業名

事業名

事業名

目的・内容 実施時期・回数

いつまでも自分
らしく暮らすた
めの講座「成年
後見制度につい
て」

どの様な制度で、どのような場合に利用し、利用方法はど
うしたらいいのかなど基本的なところから、実際の利用事
例を通して、制度の全体像を理解していただくために、横
浜弁護士会所属の弁護士を講師に、講座を開催します。

8月2日（木）

横浜市東永谷地域ケアプラザ

目的・内容等 実施時期・回数

いつまでも自分
らしく暮らすた
めの講座「終
活・エンディン
グノートについ
て」

終活やエンディングノートは、昨年度の他の講座アンケー
トでも要望の多かったテーマでもあり、いつまでも自分ら
しく暮らすための一つのツールとして、自分の人生を見直
す機会としていただきます。それぞれが大切にしたいこと
や希望を表現して伝えられるように、具体的な内容・書き
方などを学びます。

7月6日(金）

目的・内容 実施時期・回数

いつまでも自分
らしく暮らすた
めの講座「介護
保険制度のこれ
から」

たびたびの制度改正もあり、複雑で理解が難しくなってい
る介護保険制度について、そもそもどんな制度なのか、ど
ういった時に使える制度なのか、今後どう変わっていくの
かをお伝えし、介護保険制度についてのさまざまな疑問に
包括支援センター職員が解説します。

7月20日（金）

目的・内容 実施時期・回数
介護予防事業
「どこでも・な
んでも体操講
座」

　高齢者が住み慣れた身近な地域で介護予防を意識し、介
護予防の具体的な取組みを始めるきっかけとなる機会を提
供し、日常生活の中で身体状況に応じて　介護予防活動を
実践する高齢者が増える事等、健康づくりと仲間づくりを
目指し実施します。事業実施後も継続して活動できるよう
前年度ボランティア活動を希望された方々と共に実施して
いきます。

5月～7月（火）PM
全６回
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事業名 目的・内容 実施時期・回数
お買い物夢ツ
アー

　要支援１・２の認定を受けた方の中で、住所地の立地や
ご本人の身体機能等により外出の機会が少ない方に対し、
事業所の送迎車等を活用した「お買いもの」の時間の提供
をおこないます。
　ツールとしての介護予防ではなく、「生きがいや夢をも
つ」ことを通じて要介護状態となることを予防することや
地域の中で顔見知りや友人を増やしコミュニティを広げて
いくことを目的とします。

年複数回（不定
期）

横浜市東永谷地域ケアプラザ
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